





















































































































































































































































































































































































































































































































































総面積 4.5万㎢（４位/９） 2.3万㎢（７位/11） 1.7万㎢（９位/22）
総人口 1,162万人（６位/９） 1,408万人（４位/11） 1,111万人（４位/22）
高齢化率 22.0％（5位/９） 18.8％（９位/11） 18.5％（20位/22）
県民所得 1人288万円（４位/９） 1人294万円（４位/11） 1人296万円（７位/22）
産業構成 1次8％、２次31％、３次60％ 1次5％、２次29％、３次64％ 1次４％、２次29％、３次65％
（注）総務省統計局「社会・人口統計体系」のデータを用いて、栃木県政策研究セミナーの出井敬規氏（栃木県環境森林政策課）
が集計した結果をもとに作成
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３．宇都宮都市圏のあり方・方向性
　道州制が導入されれば、県庁所在地であり
中核市である宇都宮市の役割も当然変わるこ
とになる。宇都宮市が州都として北関東地方
の政治の中枢を担うことも十分ありうるが、
むしろ近隣の小規模団体を補完しつつ、経済
や文化の面で多様な機能を発揮する州内有数
の都市圏を形成するほうが、魅力ある北関東
地方を創造することにつながるのではなかろ
うか。
（１）北関東州の州都
　道州制の実現に向けた気運が高まる中で、
州都の誘致合戦も活発化している。州庁の所
在は都市の発展を左右する一因となる。例え
ば、栃木県と宇都宮県が合併した当時、宇都
宮町と栃木町はほぼ同じ規模であったが、現
在では、小都市に甘んじる栃木市に対して宇
都宮市は中核市へと発展した28。周辺との合
併や地理的な条件もあるので一概には言えな
いが、県庁移転が両市の格差を生んだきっか
けの一つであったことは否めない。
　北関東州の場合、群馬・栃木・茨城の３県
で構成されるならば、位置関係（中心性）か
らは宇都宮市が有利といえる。埼玉県を含め
るならば、都市規模（人口）でさいたま市が
有力となるだろう。しかし、北関東の4県も
昔に比べて人口格差が拡大しており29、北関
東州の州都がさいたま市になれば、州内の地
域格差はさらに拡大するおそれもある。
　こうした懸念がある中、州都に関しては、
例えば自民党第３次中間報告では、道州制の
州都について、①「従来からのブロックの中
枢都市におくこと」、②「その他の都市ある
いは中小都市におくこと」という2つの選択
肢を示している30。この考え方に従うと、必
ずしも県庁所在地が州都になるとはかぎらな
い。むしろ州都一極集中を回避するという観
点からは、既存の中枢都市（さいたま、高崎・
前橋、宇都宮、水戸）以外を州都とすること
が適当である。広域交通の結節点（栃木・小
山地区）31、あるいは県境の中心部（両毛地
区）32に位置する中小都市が州都の有力な選
択肢となってくる。
（２）周辺自治体への補完
　道州制が導入されると、広域自治体の垂直
補完機能が問題となる。実際、市町村合併や
権限移譲が進む中で、現時点でも県の垂直補
完がいびつになっている。例えば西方町で
は、保健行政は鹿沼、福祉行政は小山にある
県の出先機関がそれぞれ担当し、また、道路
行政は鹿沼、建築行政は栃木にある県の出先
機関がそれぞれ担当している33。道州制のも
とでは、数少ない小規模団体のためにわざわ
　　　　　　　　　　　　　　　
28　明治11年の栃木町の人口は約1.4万人、宇都宮町の人口は約1.8万人だったが、平成20年の栃木市の人口は約8.1万人、宇
都宮市の人口は約50.9万人となっている。
29　国勢調査の初回（大正9年）と直近（平成17年）で比較すると、栃木県と群馬県は105万人から202万人に、茨城県も135
万人から298万人へとほぼ2倍の増加にとどまるに対して、埼玉県は132万人から705万人へと5倍に増加している。
30　前掲注・自民党第３次中間報告（2008年）4頁。
31　栃木・小山地区は、３市6町を合わせると人口は約44万人となり、前橋市、宇都宮市、水戸市と比べても人口規模で引け
を取らない。加えて、東北新幹線をはじめ両毛線・水戸線・宇都宮線といった鉄道網、東北自動車道のほか国道4号線・
50号線といった道路網が整っており、北関東における交通の結節点となっている。
32　両毛地区は、中心の5市（足利市、佐野市、桐生市、太田市、館林市）に周辺の1市5町を合わせると、人口は約86万人となる。
また、足利商工会議所「両毛広域圏経済概況」（2006年）によると、両毛11市町の製造品出荷額は4兆5,800億円となって
おり、新潟県を上回る一大経済圏を形成している。
33　西方町では、粟野町（現鹿沼市）や足尾町（現日光市）が吸収合併されたあおりを受けて、県の出先機関の対応にばらつ
きがある。保健福祉分野では、食品衛生業務は、市への権限移譲がないため、従来どおり県西健康福祉センターが担当し
ているが、生活保護業務は、鹿沼市や日光市に権限を移譲し、西方町だけのために専任職員を配置するのは非効率という
ことで、県南健康福祉センターが担当することになった。同様に土木分野では、県道管理業務は、市への権限移譲がない
ため、従来どおり鹿沼土木事務所が担当しているが、建築確認業務は、鹿沼市に権限を移譲し、西方町だけのために専任
職員を配置するのは非効率ということで、栃木土木事務所が担当することになった。
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ざ出先機関を残すことも行いにくいため、広
域自治体の垂直補完機能がさらに弱体化する
おそれがある。
　広域自治体による垂直補完に期待できない
となると、基礎自治体間の水平補完に頼らざ
るをえない。道州制を担当した増田寛也前総
務大臣も「水平補完で可能な限り物事を解決
していくような仕組みがこれからは大事だ」
と述べている34。また、自民党第３次中間報
告では、道州制下の基礎自治体は「現在の
中核市程度の人口規模（人口30万以上）ある
いは少なくとも人口10万以上の規模が望まれ
る」とし、小規模団体については「基本的に
は近隣の基礎自治体が補完することが適当で
ある」としている35。
　そこで次に、小規模団体をどのように水平
補完していくかが問題となるが、これに関し
ては、立命館大学の加茂利男教授などの議論
をふまえると、2つの方向性が考えられる36。
１つの方向性は「合併・統合」指向の水平補
完である。総合行政体にふさわしい規模まで
拡大しようとするものである。市町村は人口
30万人程度（人口10万人以上）を目標に合併
することになる。ただし、この場合には地域
自治組織を充実するなど、基礎自治体内の分
権を推進することが必要となる。これに対し
て、もう１つの方向性は「自立・連合」指向
の水平補完である。多様な統治形態を容認し
つつ、自立の共通基盤を構築しようとするも
のである。小規模団体は住民近接の事務に限
定して存続することになる。ただし、この場
合にも近隣の基礎自治体に事務を委託するな
ど、自治体間の補完を強化することが必要と
なる。合併・統合と自立・連合のどちらの方
向性にも一長一短があり、いずれを指向する
にしても、長所を活かし短所を補うといった
配慮が不可欠である。
　宇都宮市が、今後さらに周辺町村を吸収合
併していくにせよ、あるいは周辺町村の事務
を共同で処理していくにせよ、宇都宮市に
は、中核的な基礎自治体として周辺の小規模
団体を補完しつつ、都市の便利さと田舎の魅
力をあわせもつ宇都宮都市圏を形成し、真の
「とかいなか」となることが期待されている。
（３）多機能な都市圏の形成
　懇談会中間報告では、道州制の目的に「繁
栄の拠点の多極化と日本全体の活性化」を掲
げているが37、この趣旨は国全体だけではな
く道州内についても当てはまる。州都に地域
資源が集中することを避けるためには、自治
体間の事務配分に関しては、広域自治体に権
限が集中する「強い道州制」より、州内の基
礎自治体に権限を移譲した「緩やかな道州
制」が望ましい。また、州都の位置に関して
も、中小都市に州都を設けて政治・行政の機
能のみを担わせ、他方、既存の中枢都市には
それぞれ経済・産業や生活・文化など多様な
機能を担わせるほうが、州内の均衡ある発展
に資する。
　道州制の導入というと、どうしても政治・
行政の変化にとらわれがちであるが、経済・
産業や生活・文化への影響にも目を向けなけ
ればならない。道州制の導入によって変わる
のは行政だけではない。都道府県を単位に事
業を展開する企業は多く、しかもこれらの企
業は地方自治体とも密接な関係をもつ。道州
制の導入はこうした地域密着型の事業にも少
　　　　　　　　　　　　　　　
34　増田寛也「国を強く、地域を活性化させる道州制を─道州制の意義と展望（特集・道州制─地方からのビジョン）」『ガバ
ナンス』（ぎょうせい）2009年１月号18−19頁。
35　前掲注・自民党第３次中間報告（2008年）8−9頁。
36　加茂利男「平成の地方自治改革─これまでとこれから」『日本型地方自治改革と道州制』自治体研究社（2007年）9頁以
下を参照。
37　前掲注・懇談会中間報告（2008年）8−9頁。
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なからず影響を与えることが予想される。ま
ず予想されるのは、地元財界、特に金融業に
与える影響である。竹中平蔵元金融担当大臣
は、新聞の取材に対して、道州制を見すえた
地方銀行の広域再編の必要性に言及してお
り38、実際、首都圏の地方銀行の中にはＡT
Ｍを相互開放するなど連携の動きも出てい
る39。次に予想されるのは、地元マスコミに
与える影響である。仮に地方の政治経済の中
心がさいたま市に移れば、住民は栃木や群馬
の話題にはさほど関心を示さなくなるだろ
う。そうなると、いくら北関東を代表する地
方紙であったとしても淘汰の憂き目にあうと
もかぎらない40。また、地元教育界に与える
影響も予想される。北関東の国立4大学はす
でに連携大学院を設置しているが、「北関東
大学」として統合することもにわかに現実味
を帯びてくる。もっとも、これらの大学は学
部構成が類似しているため、相乗効果を発揮
させるには事業再構築が求められよう41。
　このように、道州制をきっかけとして地方
銀行や地方新聞、地方大学の統合・再編が進
む可能性もあり、経済・産業や生活・文化な
どの多様な機能を担う都市圏には難しい都市
経営が要求されるかもしれないが、巧みな舵
取り次第では都市ブランドを高める絶好の契
機ともなる。
　こうした中で、宇都宮市に期待される役割
は、高崎市・前橋市や水戸市などと並び、北
関東州の多機能な都市圏の一角を担うことで
ある。そして、これらの都市圏の相乗効果に
より北関東州の魅力を引き出し、また、都市
圏間の相互牽制を通じて北関東地方の均衡あ
る発展を図ることである。それぞれの都市圏
は、独自の都市機能を発揮することで競合を
避け、不毛な都市間競争に振り回されること
なく、都市の共存と個性創出の道を追い求め
ることが肝要なのである。
むすびに
　以上のとおり、筆者は、広域連携には共通
基盤の存在が不可欠であるとの視点から、道
州制を前提として北関東における連携のあり
方を論じた。
　もちろん道州制という処方箋に全く問題が
ないわけではない。パネルディスカッション
の中で常陽産業研究所の久保田時治氏が指摘
されたとおり、道州制をめぐる現在の論議に
は「地域生活者・地域産業人の論理が欠如」
している面もあり42、今後道州制を前提に広
域連携を議論する場合には、行政の論理に偏
重しないよう十分な留意が必要である。
　広域連携のあり方は多様であり、必ずしも
道州制にこだわる必要はない。道州制を前提
としない広域連携も当然ながら成り立ちうる
わけで、高崎経済大学の戸所教授は、シンポ
ジウムの基調講演において、そうした観点か
ら「メガロポリス形成による北関東信越の連
携」を主張された。その論旨は「環太平洋経
済圏と環日本海経済圏を結ぶ一大経済圏を構
築し、北関東信越の協調・連携を軸に自立し
　　　　　　　　　　　　　　　
38　「地銀、将来像が欠如─道州制前提に広域再編必要」『日本経済新聞』2006年12月8日。
39　「地銀緩やかに連携─利便性向上でゆうちょ銀に対抗」『日本経済新聞』2008年8月16日。
40　下野新聞は明治11年創刊で発行部数は約32万部、上毛新聞は明治20年の創刊で発行部数は約31万部で、両紙とも県内では
全国紙を上回るシェアを誇る。
41　宇都宮大学、群馬大学、茨城大学、埼玉大学のいずれにも共通して教育学部と工学部があり、他に宇都宮大学には農学部
と国際学部、群馬大学には医学部と社会情報学部、茨城大学には理学部、農学部、人文学部、埼玉大学には理学部、経済
学部、教養学部があるが、理学部や農学部でも重複している。
42　久保田時治「魅力ある「北関東」を創造するための連携方策を考える」（シンポジウム「北関東における地域間連携と宇
都宮都市圏」資料、2009年３月18日）
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東京と対峙できる構造を」というものであ
る43。先に述べたとおり、筆者も、魅力ある
北関東地方を創造するには全く新しい視点に
立った地域開発が必要であると解するが、戸
所教授の提案は、その具体的な回答の一つで
あり、壮大なビジョンで魅力的な見解である
ことは率直に認めざるを得ない。そこでむす
びに、この見解との相違点について、筆者の
立場を若干付言しておきたい。
　第１点は、筆者の見解では、新潟県や長野
県は含まれないということだが、これはおそ
らく経済学的な視点か、政治学的な視点かと
いう背景とする学問の違いによるものだろ
う。物流の効率性といった経済的合理性で判
断するのではなく、民意を反映するといった
政治的正統性が不可欠である。いくらネット
ワークを拡大してもガバナンスが存在しなけ
れば、連携はいずれ正しく機能しなくなると
筆者は考えている。
　第2点は、筆者の提案では、逆に埼玉県を
含めるということだが、これは首都圏に対峙
するか、協調するかという戦略の違いからく
るものである。栃木県は今後も首都圏の一員
という立場を堅持するものと思われる。大阪
府民なら何かと東京都民に対抗意識を燃やす
かもしれないが、控え目といわれる栃木県の
県民性から考えて、栃木県民が東京都民に対
峙するとは考えにくい。東京都と正面から利
害を異にする国会等移転問題のときですら栃
木県の対応はまさしくそうであった。北関東
は東京と付かず離れずの関係を保つというの
が北関東人のしたたかさなのではなかろう
か。
　第３点は、筆者の立場では、大規模な連携
を描くよりも、小規模な連携から進めるとい
うことだが、これはビジョンを重視するか、
現実を直視するかといった実行アプローチの
違いによるものである。戸所教授の発想は、
いわば「はじめにビジョンありき」である。
確かに明確なビジョンなくして改革はできな
い。だが、現実を無視しては実現もおぼつか
ない。戸所教授自身が認めているように、北
関東地方と信越地方の間には文化の相違や交
通基盤の未整備など多くの課題があり、実現
には多くの障害が予想されるし、実現は遠い
将来ということになるかもしれない。しか
し、いま必要とされているのは、10年という
期間の中で、確実に成果を出していくことで
ある。いくら崇高な理想を掲げても、いっこ
うに実現しなければ意味がない。都道府県の
体制が明治以来、ほとんど変化していないこ
とを考えると、この行政機構、地域構造を改
革するには相当の労力を覚悟しなければなら
ない。実現を優先するならば、現実的な選択
肢を選択する必要がある。
　以上の点をふまえると、両者の見解は必ず
しも矛盾するわけではなく、むしろ相互に補
完する関係に立つと捉えるべきであろう。行
政体制としては新潟県や長野県を含まない小
規模な北関東州を構成する一方、経済活動で
は環太平洋経済圏と環日本海経済圏を結ぶ北
関東信越メガロポリスを構築することで、北
関東地方が首都圏に位置づけられつつも、東
京に対峙する経済力をもつことは十分可能で
あると考えられる。
付記
　有意義なシンポジウムに貴重な参加の機会
を与えていただいた、うつのみや市政研究セ
ンターの古池弘隆所長、梓澤昌徳係長をはじ
　　　　　　　　　　　　　　　
43　戸所隆「メガロポリス形成による北関東信越の連携」（同シンポジウム資料）。
44　国会等の移転に関しては、東京都が「首都移転」と呼んで強硬に反対したのに対し（首都移転に断固反対する会）、栃木
県はあくまで「首都機能移転」であるとして対峙を避けた（栃木県国会等移転促進県民会議、北東地域首都機能移転連携
事業実行委員会）。
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め、関係者の方々には、この場を借りて御礼
を申し上げたい。また、本稿は、栃木県政策
研究セミナーでの研究活動が基礎となってお
り、篠崎岳彦リーダーをはじめとする研究メ
ンバー、栃木県経営管理部人事課をはじめと
する関係者の方々にも、あらためて心から謝
意を表したい。
以上
